
- 1 - 

令和４年（行ツ）第１４４号、同年（行ヒ）第１４６号 

憲法５３条違憲国家賠償等請求事件 

令和５年９月１２日 第三小法廷判決 

 

            主     文 

       本件上告を棄却する。 

       上告費用は上告人の負担とする。 

            理     由 

 上告代理人伊藤真ほかの上告理由及び上告受理申立て理由について 

第１ 事案の概要 

１ 原審の適法に確定した事実関係の概要は、次のとおりである。 

参議院の総議員の４分の１以上である７２名の議員は、平成２９年６月２２日、

憲法５３条後段の規定により、内閣に対し、国会の臨時会の召集を決定すること

（以下「臨時会召集決定」という。）を要求した。 

内閣は、同年９月２２日、臨時会（第１９４回国会）を同月２８日に召集するこ

とを決定した。同日、第１９４回国会が召集されたが、その冒頭で衆議院が解散さ

れ、参議院は同時に閉会となった。 

２ 本件は、上記１の要求をした参議院議員の一人である上告人が、被上告人に

対し、①主位的に、上告人が次に参議院の総議員の４分の１以上の議員の一人とし

て国会法３条所定の手続により臨時会召集決定の要求（以下「臨時会召集要求」と

いう。）をした場合に、内閣において、２０日以内に臨時会が召集されるよう臨時

会召集決定をする義務を負うことの確認を、予備的に、上記場合に、上告人が２０

日以内に臨時会の召集を受けられる地位を有することの確認を求める（以下、これ

らの請求に係る訴えを「本件各確認の訴え」という。）とともに、②内閣が上記１

の要求から９２日後まで臨時会召集決定をしなかったことが違憲、違法であり、こ

れにより、上告人が自らの国会議員としての権利を行使することができなかったな
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どとして、国家賠償法１条１項に基づく損害賠償を求める（以下、この請求を「本

件損害賠償請求」という。）事案である。 

第２ 上告理由（憲法５３条後段の解釈の誤りをいう部分に限る。）及び上告受

理申立て理由中、本件各確認の訴えの適否に係る部分について 

１ 原審は、臨時会召集要求は国会議員が国の機関として有する権限を行使する

ものであり、個々の国会議員が臨時会召集要求に係る権利を有しているということ

はできないから、本件各確認の訴えは、国会議員が上記権限の侵害を理由とするも

のであって自己の権利又は利益の保護救済を目的とするものではないというべきで

あり、裁判所法３条１項にいう法律上の争訟には当たらないと判断して、本件各確

認の訴えを却下すべきものとした。 

２ しかしながら、原審の上記判断は是認することができない。その理由は、次

のとおりである。 

本件各確認の訴えは、上告人が、個々の国会議員が臨時会召集要求に係る権利を

有するという憲法５３条後段の解釈を前提に、公法上の法律関係に関する確認の訴

えとして、上告人を含む参議院議員が同条後段の規定により上記権利を行使した場

合に被上告人が上告人に対して負う法的義務又は上告人が被上告人との間で有する

法律上の地位の確認を求める訴えであると解されるから、当事者間の具体的な権利

義務又は法律関係の存否に関する紛争であって、法令の適用によって終局的に解決

することができるものであるということができる。そうすると、本件各確認の訴え

は、法律上の争訟に当たるというべきであり、これと異なる原審の判断には、法令

の解釈適用を誤った違法があるといわざるを得ない。 

３ もっとも、本件各確認の訴えは、将来、上告人を含む参議院議員が憲法５３

条後段の規定により臨時会召集要求をした場合における臨時会召集決定の遅滞によ

って上告人自身に生ずる不利益を防止することを目的とする訴えであると解される

ところ、将来、上告人を含む参議院の総議員の４分の１以上により臨時会召集要求

がされるか否かや、それがされた場合に臨時会召集決定がいつされるかは現時点で
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は明らかでないといわざるを得ない。 

そうすると、上告人に上記不利益が生ずる現実の危険があるとはいえず、本件各

確認の訴えは、確認の利益を欠き、不適法であるというべきであるから、これを却

下すべきものとした原審の判断は、結論において是認することができる。論旨は、

原判決の結論に影響を及ぼさない事項についての違憲、違法をいうものにすぎず、

採用することができない。 

第３ 上告理由（憲法５３条後段の解釈の誤りをいう部分に限る。）及び上告受

理申立て理由中、本件損害賠償請求に係る部分について 

１ 憲法は、国会について会期制を採用し、内閣がその召集を実質的に決定する

権限を有するものとした上で、５２条、５３条及び５４条１項において、常会、臨

時会及び特別会の召集時期等について規定している。そのうち憲法５３条は、前段

において、内閣は、臨時会召集決定をすることができると規定し、後段において、

いずれかの議院の総議員の４分の１以上による臨時会召集要求があれば、内閣は、

臨時会召集決定をしなければならない旨を規定している。これは、国会と内閣との

間における権限の分配という観点から、内閣が臨時会召集決定をすることとしつ

つ、これがされない場合においても、国会の会期を開始して国会による国政の根幹

に関わる広範な権能の行使を可能とするため、各議院を組織する一定数以上の議員

に対して臨時会召集要求をする権限を付与するとともに、この臨時会召集要求がさ

れた場合には、内閣が臨時会召集決定をする義務を負うこととしたものと解される

のであって、個々の国会議員の臨時会召集要求に係る権利又は利益を保障したもの

とは解されない。 

所論は、国会議員は、臨時会が召集されると、臨時会において議案の発議等の議

員活動をすることができるというが、内閣は、憲法５３条後段の規定による臨時会

召集要求があった場合には、臨時会召集要求をした国会議員が予定している議員活

動の内容にかかわらず、臨時会召集決定をする義務を負い、臨時会召集要求をした

国会議員であるか否かによって召集後の臨時会において行使できる国会議員の権能
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に差異はない。そうすると、同条後段の規定上、臨時会の召集について各議院の少

数派の議員の意思が反映され得ることを踏まえても、同条後段が、個々の国会議員

に対し、召集後の臨時会において議員活動をすることができるようにするために臨

時会召集要求に係る権利又は利益を保障したものとは解されず、同条後段の規定に

よる臨時会召集決定の遅滞によって直ちに召集後の臨時会における個々の国会議員

の議員活動に係る権利又は利益が侵害されるということもできない。 

以上に説示したところによれば、憲法５３条後段の規定による臨時会召集決定の

遅滞により、臨時会召集要求をした国会議員の権利又は法律上保護される利益が侵

害されるということはできない。 

２ したがって、憲法５３条後段の規定による臨時会召集要求をした国会議員

は、内閣による臨時会召集決定の遅滞を理由として、国家賠償法の規定に基づく損

害賠償請求をすることはできないと解するのが相当である。 

 以上によれば、本件損害賠償請求を棄却した原審の判断は是認することができ

る。論旨は採用することができない。 

第４ その余の上告理由について 

論旨は、違憲をいうが、その実質は単なる法令違反をいうもの又はその前提を欠

くものであって、民訴法３１２条１項及び２項に規定する事由のいずれにも該当し

ない。 

よって、裁判官宇賀克也の反対意見があるほか、裁判官全員一致の意見で、主文

のとおり判決する。 

裁判官宇賀克也の反対意見は、次のとおりである。 

私は、本件各確認の訴えが法律上の争訟に当たるという多数意見に賛成するもの

であるが、本件各確認の訴えの確認の利益及び本件損害賠償請求の当否等の点につ

いて、多数意見と意見を異にするので、これらの点について意見を述べておきたい。 

１ 本件各確認の訴えの確認の利益等について 

 国会議員にとって、国会において国民の代表として質問、議案の発議、表決
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等を行うことは、最も重要な活動といえ、憲法上は召集されるはずであった臨時会

で上記のような議員活動をすることができないことは極めて重大な不利益であり、

事後的な損害賠償によって回復できるものではないので、憲法５３条後段の規定に

よる臨時会召集要求があったにもかかわらず臨時会召集決定がされないという事態

を事前に防止するための法的手段が用意されていてしかるべきである。 

そして、そのような法的手段としては、抗告訴訟としての義務付け訴訟も考えら

れるが、臨時会の召集を抗告訴訟の対象となる処分とみることができるかについて

は、否定説も成立し得るから、実質的当事者訴訟としての確認訴訟は、当事者間の

具体的紛争解決にとって適切な手段であるといい得ると思われる。 

次に、即時確定の利益に関しては、本件は、最高裁平成１３年（行ツ）第８２

号、第８３号、同年（行ヒ）第７６号、第７７号同１７年９月１４日大法廷判決・

民集５９巻７号２０８７頁や最高裁令和２年（行ツ）第２５５号、同年（行ヒ）第

２９０号、第２９１号、第２９２号同４年５月２５日大法廷判決・民集７６巻４号

７１１頁と事案が異なり、同じく将来の権利行使についての確認訴訟であっても、

同一には論じられないという見解はあり得るであろう。 

確かに、上記各大法廷判決の事案の原告は、参政権を恒常的に与えられた者であ

るのに対して、本件の原告は、国会議員であり、国会議員としての地位を恒常的に

有するとはいえないが、参議院の場合には解散はなく、参議院議員である原告の任

期満了は令和１０年７月２５日であることは公知の事実であるから、任期中に再

度、憲法５３条後段の規定による臨時会召集要求に加わることは可能である。もっ

とも、選挙権の行使と異なり、臨時会召集要求は、各議院の総議員の４分の１以上

によらなければ、これを行うことはできない。しかし、記録によれば、令和２年か

ら令和４年までの過去３年間は毎年、常会等の直前の国会の閉会後間もなく臨時会

召集要求が行われており、また、令和４年度の臨時会召集要求に加わった５会派の

現時点での参議院の所属議員数は合計７１名であって、参議院の総議員２４８名の

４分の１に当たる６２名を超え、次の参議院議員選挙が行われる令和７年までは、
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現在の会派別所属議員数は変更しない可能性が極めて高い（なお、令和４年の臨時

会召集要求に関する事実、現時点での参議院の会派別所属議員数及び次の参議院議

員選挙の時期は公知の事実である。）。もとより、臨時会召集要求は、国会議員が

必要であると認める場合に行われるものであるが、上記のとおり、過去３年間、連

続して臨時会召集要求が行われていること等に鑑みると、令和５年ないし令和６年

においても臨時会召集要求がされる蓋然性は相当に高いように思われる。 

また、記録によれば、憲法５３条後段の規定による臨時会召集要求のうち２０日

以内に召集されたのは４０回中５回しかなく、かつ、過去３年間をみても、臨時会

召集決定は臨時会召集要求から２０日を大きく超えてから行われている。このよう

な事態が生じているのは、臨時会召集要求がされた場合、内閣として臨時会で審議

すべき事項等も勘案して、召集時期を決定する裁量があるという認識があるからと

思われ、そうである以上、令和５年ないし令和６年に臨時会召集要求がされても、

２０日以内に臨時会が召集されない蓋然性は相当に高いと思われる。したがって、

即時確定の利益も認められると考えられる。 

結論として、本件各確認の訴えは、いずれも、確認の利益が認められ、適法であ

ると考える。 

 続いて、本件各確認の訴えに係る請求に理由があるか否かについて検討する。 

憲法５３条前段は、内閣のイニシアティブで臨時会が召集される場合（いわゆる

他律的国会）についての定めであり、内閣による法律案提出の準備等の状況を踏ま

えて、内閣の裁量で臨時会の召集時期が決定されることになる。これに対して、同

条後段は、いずれかの議院の総議員の４分の１以上の要求があれば臨時会が召集さ

れるいわゆる自律的国会についての定めである。 

憲法５３条後段が、単なる訓示規定ではなく、いずれかの議院の総議員の４分の

１以上の要求があれば、内閣は、合理的期間内にその召集を決定する法的義務を負

うことには異論がないと思われる。 

上記要求は、理論的には、与党議員がこれを行うことは可能であるが、議院内閣
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制の下では、国会における多数派（ねじれ国会では、衆議院の多数派）の議員と内

閣は一体であるので、内閣は与党と協議して、憲法５３条前段の規定により臨時会

を召集することになり、同条後段の規定による臨時会召集要求を与党議員が行うこ

とは想定し難いから、同条後段は、実際には、少数派のイニシアティブによる臨時

会の召集を可能とすることを主眼としたものといえ、このことは、憲法改正案を審

議した国会での国務大臣の説明からも明らかである。そして、選挙を経て、国民の

代表として国会議員となった者は、国民の負託に応えて、国会で質問、議案の発

議、表決等を行う権利を有するのであり、同条後段は、会社法２９７条１項が定め

る株主の株主総会招集請求権や、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律３７

条１項が定める社員の社員総会招集請求権と同様の性格を有し、臨時会召集要求を

行う国会議員に上記権利の行使を実現するための手続的権利を付与したもの（ただ

し、単独で行使できるものではなく、総議員の４分の１以上で行使するという制約

を伴う）と考えられる（国会法３条は、臨時会召集要求は、議長を経由して行うこ

ととしているが、これは臨時会召集要件を充足していることを議長に確認させると

いう手続上の観点によるものにとどまり、要件を充足している臨時会召集要求を議

長が内閣に提出しない裁量を有するわけでないことはいうまでもない。）。 

上記のとおり、いずれかの議院の総議員の４分の１以上の要求があれば、内閣

は、合理的期間内にその召集を決定する法的義務を負うところ、その例外は、常会

又は特別会の開会が間近に迫っているので、臨時会を召集しなくても、常会又は特

別会によって国会における議論の場が適時に確保され、憲法５３条後段の趣旨が没

却されない場合、又は天災地変や戦争により、臨時会の召集が物理的に不可能にな

った場合等の特段の事情がある場合に限られると思われる。 

それでは、憲法５３条後段の規定による臨時会召集要求があった場合に、召集に

必要とされる合理的期間はどのように考えたらよいであろうか。 

まず、憲法５３条後段の眼目が少数派議員による国会での質問、議案の発議、表

決等を可能にするという、いわゆる「少数派権」の尊重にあること、議員も一定の
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要件の下で議案を提出することができること（国会法５６条１項）、委員会も、そ

の所管に属する事項に関し法律案を提出することができること（同法５０条の２第

１項）に加え、行政監視も国会の重要な役割であり、臨時会召集要求の重要な動機

になることが多いと考えられることに照らしても、内閣が法律案提出の準備を理由

として憲法５３条後段の規定による臨時会召集決定を遅延させることは許されない

といえよう。 

そして、上記合理的期間について、憲法は定めていないが、２０日あれば、十分

と思われる。このことは、自由民主党の憲法改正草案において、憲法５３条につい

て、要求があった日から２０日以内に臨時会を召集しなければならないと規定され

ていることからもうかがえる。また、同条後段と同趣旨の規定は、地方自治法１０

１条３項に置かれているが、同条４項は、臨時会の招集の請求があった場合、普通

地方公共団体の長は、請求のあった日から２０日以内に臨時会を招集しなければな

らないと定めていることに照らしても（この期間が短すぎるという意見はなく、全

国の地方公共団体で遵守されてきたことがうかがわれる。）、上記合理的期間を２

０日以内とすることは合理的と考えられる。さらに、憲法５４条１項及び国会法２

条の３第２項は、衆議院解散後の総選挙又は参議院議員の通常選挙により、衆議院

又は参議院を構成する議員の入れ替わりがあり、新たな名札の作成等の準備に時間

を要する場合であっても、総選挙の日又はその任期が始まる日から３０日以内の国

会召集を義務付けていることに鑑みても、かかる準備が不要な憲法５３条後段の規

定による臨時会召集要求の場合、２０日以内に臨時会を召集する義務があると解す

ることに無理はないと思われる（なお、臨時会の召集要求に当たり、たとえば、

「１０日以内に召集することを要求する」というように、上記合理的期間よりも短

期の召集時期の指定があっても、内閣はそれに拘束されるわけではなく、上記合理

的期間内に召集すれば足りると考えられる。）。 

したがって、上告人が次に憲法５３条後段の規定による臨時会召集要求をした場

合、特段の事情がない限り、内閣において、２０日以内に臨時会が召集されるよう
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臨時会召集決定をする義務を負うと解されるから、原判決のうち本件各確認の訴え

に係る部分を破棄し、本件各確認の訴えのうち主位的訴えに係る請求を上記の限度

で認容すべきである。 

２ 国家賠償請求について 

 国家賠償法１条１項は、①国又は公共団体の公権力の行使に当たる公務員に

よる作為又は不作為であること、②職務関連性があること、③違法性があること、

④故意又は過失があること、⑤他人に損害が生じていることを国家賠償責任の要件

として規定している。そのほか、明文の規定はないが、違法な作為又は不作為と損

害の間に相当因果関係がなければならず、また、その損害は、法的保護に値するも

のでなければならない。私は、憲法５３条後段は、臨時会召集要求を行う議員の手

続的権利を法的に保護する趣旨を含むと解するが、そもそも、明文の根拠なしに国

家賠償法１条１項の解釈において、第三者関係性（第三者に対して負う職務上の義

務）の要件を違法性の要件として組み込むべきではなく、ある損害が法的に保護さ

れたものであるかという観点から、損害論の問題を論じれば足りる。したがって、

本件においても、憲法５３条後段の臨時会召集要求を受けた内閣が、召集要求をし

た国会議員との関係で遅滞なく臨時会を召集する職務上の義務を負うか否かを問題

にする必要はなく、臨時会召集要求をしたにもかかわらず、違法に臨時会が召集さ

れず、国会での活動の機会を奪われたことによる不利益が法的保護に値するかを問

題にすれば足りる。 

 本件では、①及び②の要件を満たしていることは明らかと思われる。③につ

いては、本件においては、憲法５３条後段の規定による臨時会召集要求から９８日

後に臨時会が召集された上、召集された臨時会の冒頭で衆議院が解散され、臨時会

での審議は全く行われなかったので、臨時会召集要求は拒否されたとみざるを得な

い。かかる対応は、上記特段の事情が認められない限り、違法であるといわざるを

得ない。④についても、同条後段の規定による臨時会召集要求があった場合、内閣

として法律案提出の準備に要する期間を考慮すべきではなく、事務的に必要な最小
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限の期間内に召集する義務があることについては、学説上も異論はないところであ

り、過失の存在も認めざるを得ない。また、国会議員は、国民の代表として、国会

での審議に参画し、質問、議案の発議、表決等を行うことが最も重要な職務である

が、国会が召集されていない期間は、国会における国会議員としての活動はできな

いことになるから、違法に臨時会が召集されなかった期間は、国会議員としての活

動が妨げられたことになり、⑤の要件も満たす。そして、本件において、違法な不

作為と損害の間に相当因果関係があることも明らかである。 

 したがって、残る問題は、この損害が法的保護に値するものといえるかであ

る。この点についても、結論としていえば、法的保護に値すると考えてよいと思わ

れる。当審は、既に最高裁平成３０年（行ヒ）第４１７号令和２年１１月２５日大

法廷判決・民集７４巻８号２２２９頁において、個々の議員が、議事に参与して表

決に加わることを議会の機関としての活動の問題としてではなく、個々の議員の権

利行使の問題として捉え、出席停止処分取消訴訟が法律上の争訟に当たることを前

提として、司法審査の対象となるとしたのである。そこで述べられたことは、国会

議員にも同様にあてはまる。すなわち、個々の国会議員は、国会の審議に参画して

表決に加わる権利を有するのであり、もし、国会議員が違法に一定期間の登院停止

の懲罰を受けた場合、当該国会議員は、この権利の侵害として争うことができると

考えられる。違法な臨時会の召集の遅延による場合であれ、違法な登院停止の懲罰

による場合であれ、国会の審議に参画して表決に加わる権利の侵害である点で共通

する。 

もっとも、一定期間の登院停止の場合には、当該懲罰を受けた特定の議員の権利

を侵害することは明らかであるのに対して、臨時会の召集が遅延した場合には、臨

時会召集要求に加わった議員のみならず、遅延期間において、全ての議員が審議に

参画して表決に加わることができないことになるので、臨時会召集要求に加わった

議員の法的に保護された利益が侵害されるならば、これに加わらなかった議員の法

的に保護された利益も侵害されることになってしまうのではないか、そのような利
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益は法的に保護された利益といえるのかという疑問が生じ得る。しかし、臨時会召

集要求に加わらなかった議員は、早期に臨時会で審議に加わることを欲していなか

ったと考えられるので、臨時会の召集が遅延したとしても、法的に保護された利益

は侵害されたとはいえないのに対して、臨時会召集要求に加わった議員は、臨時会

で審議に加わることを望んでいたにもかかわらず、それを妨げられたのであるか

ら、その場合には、法的に保護された利益が侵害されたとして、両者を区別するこ

とには合理性があると考えられる。 

 以上の検討に鑑み、本件では、臨時会の召集が遅延したことについて特段の

事情がなかったのであれば、本件損害賠償請求は認容されるべきと考えられるが、

特段の事情の有無及びそれが認められる場合の損害額については原審で審理されて

いないので、原判決のうち本件損害賠償請求に係る部分を破棄し、原審に差し戻し

てこれらの点について審理させるべきと考える。 

(裁判長裁判官 長嶺安政 裁判官 宇賀克也 裁判官 林 道晴 裁判官  

渡 惠理子 裁判官 今崎幸彦) 

 


